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令和５年 12月 22日 

物流・自動車 局 

安 全 政 策 課 

貨物流通事業 課 

 
    

第３回「貨物軽自動車運送事業適正化協議会」を開催します 

 

 

近年、EC（電子商取引）市場の拡大により、軽自動車による運送需要が拡大しているところ、

平成 28 年から令和４年にかけて、保有台数１万台当たりの事業用軽自動車の死亡・重傷事故

件数が約５割増加している状況を踏まえ、本年２回にわたり軽貨物の安全対策の現状等につい

て関係者間で意見交換をしてまいりました。 

加えて、本年６月に関係閣僚会議でとりまとめられた「物流革新に向けた政策パッケージ」

において「軽トラック事業の適正運営や安全確保」が位置づけられているところ、貨物軽自動

車運送事業者に対する新たな安全対策や貨物軽自動車運送事業を巡る現状等について意見交

換を行うため、第３回「貨物軽自動車運送事業適正化協議会」を以下のとおり開催します。 

 

記 

１．日 時：令和５年 12月 26日（火）15：00～16：00 

２．場 所：中央合同庁舎３号館 11階特別会議室（WEB会議併用方式） 

３．議 題：貨物軽自動車運送事業者に対する新たな安全対策 等 

４．出席者：別紙のとおり 

５．取材等：会議は傍聴不可ですが、冒頭挨拶（物流・自動車局長）のみ撮影可能です。撮影

を希望される方は、12月 25日（月）18時までに以下の送付先に名刺のスキャン

データ（メールアドレス・電話番号が分かるもの）を添付のうえ、ご連絡くださ

い（会議室収容人数の関係から、各社１名までに限定させていただきます）。 

 

【送付先】 hqt-jidoshaannsei★gxb.mlit.go.jp  

※ 「★」を「@」に置き換えてください。 

※ 取材申し込み時のメール件名は以下のとおりとしてください。 

【貨物軽自動車運送事業適正化協議会・取材申込】●●社 

 

※ 資料については、後日、以下の国土交通省ウェブサイトに掲載します。 

URL：https://www.mlit.go.jp/jidosha/jidosha_tk2_000154.html 

 

 

 

第３回「貨物軽自動車運送事業適正化協議会」を下記のとおり開催し、貨物軽自動車運送事

業者等に対する新たな制度について、意見交換を行います。 

【お問合せ先】 代表 03-5253-8111 

物流・自動車局 安全政策課   宮坂・荻島（内線 41613,41615）直通 03-5253-8565 

物流・自動車局 貨物流通事業課 溝江・渋谷・松倉（内線 41334,41353 ）直通 03-5253-8576 



貨物軽自動車運送事業適正化協議会 出席者一覧 

 

岩崎 哲律   株式会社丸和運輸機関 取締役常務執行役員 EC事業統括本部長 

鹿妻 明弘   ヤマト運輸株式会社 専務執行役員 

嵯峨 徹也   全国赤帽軽自動車運送協同組合連合会 事務局長 

田島 裕也   ハコベル株式会社 軽貨物事業部 部長 

津山 克彦   日本郵便株式会社 専務取締役 

西田 健太   一般社団法人全国軽貨物協会 代表理事 

西村 健吾   一般社団法人日本フードデリバリーサービス協会 副事務局長 

松田 友加里  アマゾンジャパン合同会社 渉外本部長（物流、製品コンプライアンス） 

松本 隆一   CBcloud株式会社 代表取締役社長 

宮原 朗    SBS即配サポート株式会社 人事・総務部次長 兼 運行管理課長 

山田 晋    佐川急便株式会社 安全推進部 部長 

（五十音順、敬称略） 

 

（オブザーバー） 

齋藤 晃    公益社団法人全日本トラック協会 交通・環境部 部長 

 

（行政） 

国土交通省 物流・自動車局長        鶴田 浩久 

大臣官房審議官（物流・自動車）   住友 一仁 

大臣官房審議官（物流・自動車）   長井 総和 

      物流・自動車局 物流政策課長    平澤 崇裕 

           物流・自動車局 貨物流通事業課長 小熊 弘明 

           物流・自動車局 安全政策課長   永井 啓文 

厚生労働省 労働基準局   監督課長     竹野 佑喜 

別紙 


